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男鹿市告示第５０号 

 

 男鹿市就業資格取得支援助成金交付要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  

  令和７年４月１日 

 

                                    男鹿市長 菅 原 広 二 

 

男鹿市就業資格取得支援助成金交付要綱の一部を改正する告示 

 男鹿市就業資格取得支援助成金交付要綱（令和６年男鹿市告示第７３号）の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義

は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義

は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

⑴ 求職者 現に職に就いていない者で、公共職業安定

所を通じた求職活動を行っている者をいう。 

⑴ 求職者 現に職に就いていない者で、公共職業安定

所又は教育機関を通じた求職活動を行っている者をい

う。 

⑵ （略） ⑵ （略） 

⑶ 非正規雇用者 雇用者で、雇用期間の定めがある者、

雇用期間の定めがなく正規雇用以外の者又は労働時間

週30時間未満の者をいう。 

⑶ 非正規雇用者 市内事業所に勤務する雇用者で、雇

用期間の定めがある者、雇用期間の定めがなく正規雇

用以外の者又は労働時間週30時間未満の者をいう。 

⑷ 正規雇用者 事業所（国、地方公共団体、独立行政 ⑷ 正規雇用者 市内事業所（国、地方公共団体、独立
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改正後 改正前 

法人及び特定地方独立行政法人を除く。）に勤務する

正規雇用者をいう。 

行政法人及び特定地方独立行政法人を除く。）に勤務

する正規雇用者をいう。 

⑸～⑺ （略） ⑸～⑺ （略） 

（認定の決定等） （認定の決定等） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 市長は、前項の規定により支援の認定を受けた者が、

次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、支援の

認定を取り消すこととし、その内容を男鹿市就業資格取

得支援認定取消通知書（様式第４号）により認定を受け

た者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により支援の認定を受けた者が、

次のいずれかに該当すると認めるときは、支援の認定を

取り消すものとする。 

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略） 

（交付申請） （交付申請） 

第７条 前条の規定により支援の認定を受けた申請者は、

資格の取得が判明した日の翌日から起算して45日以内又

は支援の認定を受けた日の属する年度の末日のいずれか

早い日までに、男鹿市就業資格取得支援助成金交付申請

書（様式第５号）及び助成金対象費用明細書（様式第６

号）に、各様式に定める添付書類を添えて市長に提出し

なければならない。ただし、旅客自動車運送事業者が雇

用を予定する者の第二種免許の取得に係る費用の助成金

の交付を申請する場合は、交付申請までに免許取得者を

雇用しなければならない。 

第７条 前条の規定により支援の認定を受けた申請者は、

資格の取得が判明した日の翌日から起算して45日以内又

は支援の認定を受けた日の属する年度の末日のいずれか

早い日までに、男鹿市就業資格取得支援助成金交付申請

書（様式第４号）及び助成金対象費用明細書（様式第５

号）に、各様式に定める添付書類を添えて市長に提出し

なければならない。ただし、旅客自動車運送事業者が雇

用を予定する者の第二種免許の取得に係る費用の助成金

の交付を申請する場合は、交付申請までに免許取得者を

雇用しなければならない。 
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改正後 改正前 

（交付決定等） （交付決定等） 

第８条 市長は、前条の規定による申請を受けたときは、

その内容を審査の上、助成金交付の可否について決定し、

男鹿市就業資格取得支援助成金交付決定通知書（様式第

７号）又は男鹿市就業資格取得支援助成金不交付決定通

知書（様式第８号）により申請者に通知するものとする。 

第８条 市長は、前条の規定による申請を受けたときは、

その内容を審査の上、助成金交付の可否について決定し、

男鹿市就業資格取得支援助成金交付決定通知書（様式第

６号）又は男鹿市就業資格取得支援助成金不交付決定通

知書（様式第７号）により申請者に通知するものとする。 

２ （略） ２ （略） 

（請求及び交付） （請求及び交付） 

第９条 前条の規定により交付の決定を受けた者は、当該

通知を受けたのち、速やかに男鹿市就業資格取得支援助

成金交付請求書（様式第９号）を市長に提出しなければ

ならない。 

第９条 前条の規定により交付の決定を受けた者は、当該

通知を受けたのち、速やかに男鹿市就業資格取得支援助

成金交付請求書（様式第８号）を市長に提出しなければ

ならない。 

２ （略） ２ （略） 

３ 申請者が市外事業所に勤務する正規雇用者又は非正規

雇用者である場合は、第１項に規定する請求書に添付し

て転職活動報告書（様式第10号）を転職活動の結果が判

明した日の翌日から起算して30日以内または交付決定を

受けた日の属する年度の末日のいずれか早い日までに提

出するものとする。 

 

（助成金の交付決定取消し及び返還）  

第10条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当

する場合は、助成金の交付決定を取り消すこととし、そ
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改正後 改正前 

の内容を助成金交付決定取消通知書（様式第11号）によ

り通知するものとする。この場合において、既に助成金

が交付されているときは、助成金返還命令書（様式第12

号）により交付した助成金を返還させるものとする。 

⑴ 提出書類の記載事項に虚偽があるとき。  

⑵ 偽りその他不正の手段により助成金の交付を受け、

又は受けようとしたとき。 

 

⑶ 前２号に揚げるもののほか、この告示の規定または

交付の条件に違反したとき。 

 

２ 前項の規定による返還命令を受けた者は、命令を受け

た日から起算して60日以内に助成金の全部又は一部を返

還しなければならない。 

 

（就業決定報告） （就業決定報告） 

第11条 助成金の交付を受けた求職者又は学生は、就業し

たときは、速やかに就業決定報告書（様式第13号）によ

り、市長に報告しなければならない。 

第10条 助成金の交付を受けた求職者又は学生は、就業し

たときは、速やかに就業決定報告書（様式第９号）によ

り、市長に報告しなければならない。 

（その他） （その他） 

第12条 （略） 第11条 （略） 
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改正後 改正前 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

助成対

象者 

要件 助成対象経費 助成金額（率） 

求職者 

非正規

雇用者 

学生 

⑴ 本市に住所

を有し、助成金

交付後５年間

は市内に在住

する見込みで

あること。 

⑵ 求職者、非正

規雇用者及び

学生において

は、当該試験日

及び受講期間

において、正規

雇用となる就

職先が決まっ

ていないこと。 

⑶ 正規雇用者

及び非正規雇用

者においては資

格取得後に市内

事業所に勤務す

資格の取得に係

る次に掲げる経

費 

⑴ 講座等の受

講費用（教材費

を含む。） 

⑵ 受験費用 

⑶ 資格の登録

費用 

⑷ 資格取得に

要した旅費（交

通費・宿泊費。

ただし高校生

で県外旅費に

限る。） 

助成対象経費

の２分の１以

内の額（1,000

円未満の端数

があるとき

は、これを切

り捨てる。）

とし、5万円を

超えない額 

正規雇

用者 

個人事

業主 

申請日の属する

年度の末日まで

に取得可能な別

表第2に掲げる建

設業、介護・福祉

助成対

象者 

要件 助成対象経費 助成金額（率） 

求職者 

非正規

雇用者 

学生 

⑴ 本市に住所

を有し、助成金

交付後５年間

は市内に在住

する見込みで

あること。 

⑵ 求職者にお

いては、当該試

験日及び受講

期間において、

正規雇用とな

る就職先が決

まっていない

こと。 

⑶ 交付申請時

に市税等を滞

納していない

こと。 

⑷ その他の補

助金等の交付

第２条第５号に

規定する資格の

取得に係る次に

掲げる経費 

⑴ 講座等の受

講費用（教材費

を含む。） 

⑵ 受験費用 

⑶ 資格の登録

費用 

⑷ 資格取得に

要した旅費（交

通費・宿泊費。

ただし高校生

で県外旅費に

限る。） 

助成対象経費

の２分の１以

内の額（1,000

円未満の端数

があるとき

は、これを切

り捨てる。）

とし、5万円を

超えない額 

正規雇

用者 

個人事

業主 

申請日の属する

年度の末日まで

に取得可能な別

表第2に掲げる建
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改正後 改正前 

る意思があるこ

と。 

⑷ 交付申請時

に市税等を滞

納していない

こと。 

⑸ その他の補

助金等の交付

を受けていな

いこと。ただ

し、市長が特に

認める場合は、

この限りでな

い。 

⑹ 申請日の属

する同一年度

において本告

示による助成

金を交付され

ていないこと。 

業、運輸業及びI

T・デジタル業関

連の資格又は市

長が適当である

と認める資格の

取得に係る次に

掲げる経費 

⑴ 講座等の受

講費用（教材費

を含む。） 

⑵ 受験費用 

⑶ 資格の登録

費用 

旅客自

動車運

送事業

⑴ 市内に本店、

支店又は営業

所を有する旅

申請日の属する

年度の末日まで

に取得可能な雇

次に定める額

とし、助成金

の額に1,000

を受けていな

いこと。 

⑸ 申請日の属

する同一年度

において本告

示による助成

金を交付され

ていないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設業、介護・福祉

業、運輸業及びI

T・デジタル業関

連の資格又は市

長が適当である

と認める資格の

取得に係る次に

掲げる経費 

⑴ 講座等の受

講費用（教材費

を含む。） 

⑵ 受験費用 

⑶ 資格の登録

費用 

旅客自

動車運

⑴ 市内に本店、

支店又は営業

申請日の属する

年度の末日まで

次に定める額

とし、助成金
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改正後 改正前 

者 客自動車運送

事業者である

こと。 

⑵ 雇用を予定

する者、従業員

又は役員のう

ち、運転に従事

する者（以下

「運転手」とい

う。）が第二種

免許の取得に

要する経費を

負担すること。 

⑶ 交付申請時

に市税等を滞

納していない

こと。 

⑷ その他の補

助金等の交付

を受けていな

いこと。 

⑸ 第二種免許

を取得した者

用を予定する者、

従業員又は役員

のうち、運転手の

第二種免許取得

に係る次に掲げ

る経費 

⑴ 講座等の受

講費用（教材費

を含む。） 

⑵ 受験費用 

⑶ 資格の登録

費用 

円未満の端数

があるとき

は、これを切

り捨てる。 

⑴ 普通二種

免許の取得

においては

助成対象運

転手一人に

つき、助成

対象経費の

2分の1以内

の額とし、1

0万円を超

えない額 

⑵ 中型・大

型二種免許

の取得にお

いては助成

対象運転手

1人につき、

助成対象経

費の2分の1

送事業

者 

所を有する旅

客自動車運送

事業者である

こと。 

⑵ 雇用を予定

する者、従業員

又は役員のう

ち、運転に従事

する者（以下

「運転手」とい

う。）が第二種

免許の取得に

要する経費を

負担すること。 

⑶ 交付申請時

に市税等を滞

納していない

こと。 

⑷ その他の補

助金等の交付

を受けていな

いこと。 

⑸ 第二種免許

に取得可能な雇

用を予定する者、

従業員又は役員

のうち、運転手の

第二種免許取得

に係る次に掲げ

る経費 

⑴ 講座等の受

講費用（教材費

を含む。） 

⑵ 受験費用 

⑶ 資格の登録

費用 

の額に1,000

円未満の端数

があるとき

は、これを切

り捨てる。 

⑴ 普通二種

免許の取得

においては

助成対象運

転手一人に

つき、助成

対象経費の

2分の1以内

の額とし、1

0万円を超

えない額 

⑵ 中型・大

型二種免許

の取得にお

いては助成

対象運転手

1人につき、

助成対象経
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改正後 改正前 

が、1年間以上

運転手として

業務に従事す

ること。ただ

し、新規雇用、

継続雇用の種

別及び雇用形

態は問わない。 

以内の額と

し、20万円

を超えない

額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を取得した者

が、1年間以上

運転手として

業務に従事す

ること。ただ

し、新規雇用、

継続雇用の種

別及び雇用形

態は問わない。 

費の2分の1

以内の額と

し、20万円

を超えない

額 
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改正後 改正前 

様式第１号（第５条関係） 

（個人による申請） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第１号（第５条関係） 

（個人による申請） 
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改正後 改正前 
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改正後 改正前 

様式第４号（第６条関係） 
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改正後 改正前 

様式第５号（第７条関係） 

（個人による申請） 

（旅客自動車運送事業者による申請） 

様式第６号（第７条関係） 

（個人による申請） 

（旅客自動車運送事業者による申請） 

様式第７号（第８条関係） 

（個人による申請） 

（旅客自動車運送事業者による申請） 

様式第８号（第８条関係） 

（個人による申請） 

（旅客自動車運送事業者による申請） 

様式第９号（第９条関係） 

（個人による申請） 

（旅客自動車運送事業者による申請） 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第４号（第７条関係） 

（個人による申請） 

（旅客自動車運送事業者による申請） 

様式第５号（第７条関係） 

（個人による申請） 

（旅客自動車運送事業者による申請） 

様式第６号（第８条関係） 

（個人による申請） 

（旅客自動車運送事業者による申請） 

様式第７号（第８条関係） 

（個人による申請） 

（旅客自動車運送事業者による申請） 

様式第８号（第８条関係） 

（個人による申請） 

（旅客自動車運送事業者による申請） 
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改正後 改正前 

様式第10号（第９条関係） 
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改正後 改正前 

様式第11号（第10条関係） 
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改正後 改正前 

様式第12号（第10条関係） 
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改正後 改正前 

様式第13号（第11条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第９号（第10条関係） 

 

 

 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分及び太枠で示した部分である。 

 

   附 則 

 この告示は、令和７年４月１日から施行する。 


